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１．調査概要

本調査の概要をまず紹介する。

１．１ 調査方法

本調査では，米国実務経験者 71 名に無記名でアン

ケートに回答してもらった。アンケートの方法は，2

通りであり，直接面談を行う，もしくは，所定の用紙

をEmail を利用して配布，記入後に返送してもらって

回収した。回答者の所在地は，バージニア州（VA）及

びワシントン DC エリアが 46 名，カリフォルニア州

（CA）が 14 名，テキサス州（TX）が 11 名である。以

下，アンケートの質問概要と回答結果を紹介する。
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審査官とのインタビューは有効か？

特許実務者への意識調査報告

特許審査では審査官に発明を理解してもらうことは重要である。そして，そのための方策としてインタ

ビューを実施することは，日本だけでなく米国でも行われている。インタビューは審査官にとって有効である

としても，その実施には代理人費用を伴う。その費用に見合うだけの効果はあるのであろうか？ある米国特許

事務所のWEB(1)では，「インタビューは審査を促進し，コストを低減する」と紹介されているものの，この意

見は，多くの代理人にも支持されているのであろうか？

本稿では，米国実務者への意識調査を行い，インタビューを行うことの費用面への影響や，インタビューが

効果的なタイミングなど，実務者の意見を収集した。インタビューが最も効果的となる指針を定めるまでには

至らないものの，これらの情報は出願人がインタビューをより効果的に活用するためのガイドライン作りの参

考になるものと期待する。
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１．２ 回答者について

アンケートの最初に，回答者の経験年数と技術分野

について質問した。これらは回答者の全体像を理解し

てもらうために有用と考えた。以下，経験年数及び技

術分野を紹介する。

Q0.1 は，中間処理実務の経験年数についての回答結

果である。選択肢は次の 3つである。各自の持ち点を

1点として，集計した。

経験年数 点数(％)

C) 5 年より長い 55(78)

B) 2 年から 5年 15(21)

A) 2 年以内 1(1)

A)2 年以内は 1％，B)2 年から 5 年は 21％であり，

それ以外は C)5 年より長い経験を有していると回答

した。

日本企業からの出願を取り扱っているか否かは質問

していないものの，本調査を依頼した米国実務者はい

ずれも日本企業の出願業務を長年取り扱っている特許

事務所に所属するスタッフであるため，日本企業から

の依頼についても経験を有しているものと考えた。

Q0.2 は，回答者の主な技術分野についての回答結果

である。こちらで準備した技術分野の区分けは次の 6

つである。各自の持ち点は 1点とし，複数の分野が選

択された場合は均等に配分した。

技術分野 点数(％)

C) ソフトウェア系 15.4(22)

B) Comp, IT：コンピュータ及び IT系 27.9(39)

A) Mech：機械系 17.2(24)

F) その他 0.5(1)

E) Drug/Bio：医薬及びバイオ系 4.0(6)

D) Chem：化学系 5.7(8)

回答者の割合で最大のグループは B)コンピュータ，

IT系であり，その次はA)機械系，C)ソフトウェア系

であった。D)化学系，E)医薬/バイオ系は合計で 14％

であり，少数派となった。なお，これらの技術分野の

回答は，回答者の主観に基づく判断で行っている。

２．質問内容

インタビューに関しての質問内容は，次の5点である。

．

妥
当
な
費
用
範
囲

Q1 1 回のインタビューを行う場合，代理人が妥

当と考える費用範囲はどの程度であろうか。

Q1 では，妥当と考える費用について質問し

た。詳細には，Q1.1 電話によるインタ

ビューと，Q1.2 USPTOを実際に訪問して審

査官と向き合って行う面談インタビューの 2

種類のそれぞれについて質問した。

．

日
米
企

業
の
相

違

Q6 米国企業は日本企業よりインタビューを積

極的に使っているのであろうか。Q5では，米

国企業はインタビューを日本企業より積極的

に使っていると思うか否かについて質問した。

．

タ
イ
ミ

ン
グ

Q5 インタビューを行う場合，どのタイミング

で行うのが最も有効なのであろうか。Q5 で

は，インタビューが最も効果的と考えるタイ

ミングについて質問した。

．

技
術
分

野
の
影

響

Q4 技術分野によって，インタビューの効果に

違いはあるのであろうか？Q4では，技術分野

によってインタビューの効果に違いがあるの

か否かを問うた。

．

拒
絶
理
由
別
の

適
否

Q3
すべての拒絶には根拠条文がある。例えば，

新規性違反であれば 102 条，非自明性違反で

あれば 103 条である。では，拒絶理由の根拠

条文によってインタビューの有効性に違いが

あるのであろうか。Q3 では，根拠条文別に 5

つの拒絶理由を想定し，有効と考える順に，順

位付けをしてもらった。

．

対
コ
ス
ト

の
効
果

Q2 インタビューには費用が発生するが，その

コストを負担したとしても特許取得までの総

費用の点でインタビューはコスト削減に効果

があるのであろうか。Q2では，コスト削減の

効果の有無について代理人に質問した。
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上記質問の Q3 と Q5 については，雑誌「知財ぷり

ずむ」にて既に分析を発表している(2)。そこで，本稿

では，それら質問についてはアンケート結果と概要の

紹介にとどめる。

３．アンケート結果

以下，アンケート結果を紹介する。

Ｑ１ 妥当な費用範囲

インタビューを実施した際の妥当な費用範囲はどの

程度であろうか。以下，電話インタビューと面談イン

タビューの妥当な費用範囲を紹介する。回答としては

次の 4つの費用区分を用意し，最も妥当と考える区分

を一つ選択してもらった。一人 1 点として集計した

が，二つの区分が選ばれた場合には，双方の区分に 0.5

点ずつ配分した。

Q1.1 電話インタビュー Q1.2 面談インタビュー

C) $750〜$1,000 $1,250〜$1,750

B) B)$500〜$750 $750〜$1,250

A) A)$500 以内 $750 以内

D $1,000 より上 $1,750 より上11.5

27.5

21

11 9.0

16.5

25.5

18.0

（補足説明）インタビューの費用の考え方

インタビューを行う場合，インタビューを行った時

間だけでなく，その準備，インタビュー後の報告書の

作成などの時間が代理人には必要となる。一方，イン

タビューの準備を通じて代理人自身も発明を理解でき

るために，インタビュー後であれば，代理人の応答案

を作成する作業はより短縮化されることが期待でき

る。そこで，本質問における「インタビューに必要な

費用」は，（インタビューとその後の拒絶理由対応

（OA対応）を行った総費用）と（もしインタビューを

行わずにOA対応だけを行った場合の費用）とを想定

し，その差額と定義した。

（イ ン タ
ビューの費
用）

＝

（イ ン タ
ビューと OA
対応を行った
総費用）

−

（イ ン タ
ビューを行わ
なかったと仮
定した場合の
OA 対応の費
用）

Ｑ１．１ 電話インタビュー

電話インタビューの回答者は 71 名である。電話イ

ン タ ビ ュ ー で 最 も 得 点 が 集 ま っ た の は C)

$750〜$1,000 の範囲であったものの（39％），その次は

B)$500〜$750 であり（30％），この二つの区分で約 7

割の回答となった。この費用範囲が標準的な費用範囲

を考える目安となると考える。

興味ある点は $500 以下が妥当と答えた代理人が 11

名（15％）存在することである。詳細は分からないも

のの，電話インタビューを効率的に行える実務がある

のかもしれない。一方，電話インタビューであっても

＄1,000 以上が妥当とした代理人も 11.5 名（16％）で

ある。1回のインタビューの費用が 2倍以上違うとい

う点では，どのような理由があるのであろうか。電話

インタビューは通常 15 分〜30 分程度と考えられ，審

査官との応答時間だけでは 2倍の費用の差が生じると

は考えにくい。時給の違い，技術の複雑性や，また，

インタビューの準備段階でその作業の進め方に違いが

あると思われる。なお，高額なインタビューであって

も，その後に特許査定となれば費用対効果的も高いと

いえる。回答者の一人は「低額では非効率なインタ

ビューになる」とコメントしている。米国実務者がタ

イムチャージであることを考えれば，インタビューの

準備に時間を掛けた方が良いと言う意味であろう。そ

れらの作業内容及びその後の結果については更なる調

査が望まれる。

Ｑ１．２ 面談インタビュー（Personal）

面談インタビューは，無回答の二人を除き，回答者

数は 69 名である。最も点数を集めたのは C)

$1,250〜$1,750 の 25.5 人（37％）であるものの，B)

$750〜$1,250 は 16.5 人（24％），D)$1,750 より上は 18

人（26％）と決して少なくない。相場として C)

$1,250〜$1,750 の区分が中心となると考えることはで

きるものの，実際に必要となる費用については担当す

る代理人によって大きく変動するということであろ

う。
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なお，この面談インタビューの費用については，

USPTO が存在するバージニア州の代理人からは低め

の回答が多く，遠方のテキサス州の代理人からは高め

の回答が多い印象があった。テキサス州の代理人から

は「移動する時間は請求していないが・・・」といっ

たコメントがあったものの，少なくとも一日の出張と

なることを考慮してそれなりに準備に念を入れている

のかもしれない。USPTO 傍の特許事務所であれば，

徒歩圏内で面談が可能な環境にあり，移動時間が短い

ことのほか，面談を行う頻度も多いことが予想され，

効率的なインタビュー実務が行われているかもしれな

い。これらの点は，日本の特許庁が存在する虎ノ門付

近の特許事務所が有する利点と同様と考える。なお，

本調査では面談であっても，インタビューだけに要す

る費用は $750 以下が妥当とする意見が 9名（13％）存

在した。日本実務者が考える標準的料金よりも低額で

はないだろうか。少なくとも，この 9 名の代理人に

とっては，そのような費用範囲で可能な実務があると

いうことなのであろう。

近年，USPTOは審査官の在宅勤務を奨励しており，

面談を申し込んでも電話インタビューをせざるを得な

い場合が増えており，この点でUSPTOから遠方の代

理人にとって，遠方であることの欠点は，今後小さく

なっていくといえる。電話インタビューの効率的な利

用方法の確立のほか，TV 会議のように電話インタ

ビューの欠点を補う仕組みも既に導入されているた

め，遠方の欠点は更に小さくなると期待できる。

Ｑ２ 対コストの効果

上記費用範囲を前提として，米国代理人はインタ

ビューを行うことで特許取得までの総費用が低下する

と考えているのであろうか。回答として，A)総費用

は高くなる，B)低くなる，C)影響なし，の 3つの区分

から回答してもらった。

結果として，64 名（90％）が B)（総費用は）低くな

ると回答しており，インタビューを行うことは，その

費用を使ったとしても結果として特許取得までの総費

用を削減しているとの認識が圧倒的多数であることが

分かった。コメントとの多くは「審査官の誤解を解消

することができ，将来のOA（拒絶理由）や，RCEを

回避することで，インタビューのコストは正当化でき

る」というものが中心であった。

ただし，インタビューの効果は審査官次第であり，

「審査官が合理的（Reasonable）である場合に限り」と

いったコメントや，「はずれの審査官ではインタ

ビューの効果は少ない」といったコメントがある点に

は注意が必要であろう。その他，「インタビューに

よって，こちらのやる気を伝えることで，審査官もま

じめに対応してくれる」との意見もあった。

なお，この結果は代理人の意見であり，実際の統計

として特許取得の総費用が低下しているか否かは不明

である。回答者の中には，心から費用低下の効果があ

ると信じている人もいるであろうが，代理人の立場と

して，自分たちのサービスが費用的に見合わないと認

めることができずに「効果がある」と回答した人もい

るであろう。調査結果を読み間違えないためには，こ

れらの視点を踏まえておくことが必要であろう。

Ｑ３ 拒絶理由別の適否

インタビューが効果的な拒絶理由はあるのであろう

か。Q3 では，拒絶理由別にインタビューが望ましい

と考える順番をつけてもらった。一人 10 点を持ち点

として，1位の拒絶理由には 4点，2位の拒絶理由は 3

点，以下，順位に応じて 2点，1点，0点として配分し

た。今回準備した拒絶理由の根拠条文は次の通りであ

る。点数を併せて紹介する。
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拒絶理由 点数

C)103 条 非自明性 176.5

B)102 条 新規性 176.0

A)101 条 特許適格性 65.5

E)Out Of Point 拒絶条文に関わらず，審

査官の拒絶理由がまとは

ずれ（不理解）

159.0

D)112 条 発明不明瞭/記載不備/実

施可能要件

134.0

結果として，A)適格性を理由とする拒絶理由の点

数が最も低く，多くの代理人にとってインタビューは

不適もしくは不要と考えられているといえる。一方，

他の 4つの拒絶理由は，それなりの点数を集めた。こ

のような結果となった理由としては，上記 B)〜E)の

拒絶理由には，それぞれインタビューが効果的なシナ

リオがあるからと考える。それらの詳細は，上述の通

り「知財ぷりずむ」で紹介していることから，ここで

はその概要だけを紹介する。

Ａ）適格性の拒絶

A)適格性の拒絶理由ではインタビューが効果的で

ない理由としては，拒絶理由の解消が容易な場合が多

いからと考える。実務上，101 条の拒絶理由の対応は，

プリアンブルの表現を審査官の指摘した内容に補正す

る，といった程度のものが多い。典型的一例は

「・・・・するコンピュータプログラム」の記載を，

「・・・するコンピュータプログラムを記録する記録媒

体」に変更することである。

Ｂ）新規性

B)新規性の拒絶理由の場合，審査官が発明や先行文

献を読み間違っており，補正することなく拒絶理由を

解消できる場合にインタビューが効果的と考える。

Ｃ）非自明性

C)非自明性の拒絶理由の場合は，補正が不要な場合

と必要の場合の二つのシナリオがあると考える。一つ

目のシナリオは，新規性の拒絶理由と同様に，審査官

が発明や先行文献を読み間違っていたり，先行技術に

対する認識が異なる場合である。この場合，補正は不

要である。二つ目のシナリオは，特許査定目前であっ

て，独立クレームの技術範囲について最後の調整（減

縮補正）を行う場合である。この場合，補正は必要と

なる。

Ｄ）発明不明瞭/記載不備/実施可能要件

米国特許法第 112 条の拒絶理由の場合，審査官の真

意が不明瞭なときに，インタビューを効果的に利用で

きると考える。発明不明瞭と審査官が指摘した場合で

あっても，現行の表現で十分と考えている出願人に

は，審査官の真意が不明な場合がある。このような場

合，インタビューを通じて，審査官の疑問点を明確に

して，口頭で段階的に発明を説明していくことが望ま

しいと考える。この場合，審査官が納得できる程度の

補正は必要と考える。

Ｅ）不理解

E)不理解の拒絶理由の場合は，B)新規性の場合と

同様に，審査官に正しく発明と先行技術との差異を理

解してもらうことで拒絶理由を解消できると考える。

このような場合にインタビューを効果的に利用できる

と考える。この場合，補正は不要と考える。

インタビューの是非の見分け方

以上，拒絶理由別にインタビューが効果的な状況に

ついて拒絶理由のタイプと補正の有無について，次の

考え方を紹介する。ただし，C)進歩性については補正

の有無，いずれの場合も有効な場合がある点に注意が

必要である。
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インタビューが

有効な場合
目的

補正あり
特許査定への最

後の調整

C)進歩性の場合

補正なし
審査官の誤解解

消

B)新規性，E)不

理解の場合
補正なし

審査官の誤解解

消

D)発明不明瞭の

場合
補正あり

審査官への段階

的説明

Ｑ４．技術分野の影響

技術分野によって，インタビューの効果に違いはあ

るのであろうか。各自の持ち点を 1 点として集計し

た。質問とその結果は右表の通りである。

22(32)

点数(％)回答(N=69)

違いある(Yes)

わからない(Maybe) 18(26)

違いはない(No) 29(42)

「違いはない」とした回答が「違いがある」とした回

答よりを上回ったものの，過半数には達していない。

少なくとも回答者の間でも意見が分かれる問題といえ

るであろう。回答者のコメントには，「技術分野ではな

く，発明の理解が難しい発明でインタビューが効果的」

という意見が複数観られた。同様の視点として，「構造

物は理解しやすい。でも，コンピュータ＆プログラムは

理解が難しい。だから，その分野でインタビューは効果

的」というコメントもあった。その他，「審査官の影響の

ほうが大きい」との意見もあった。技術分野によって，イ

ンタビューの効果に違いがあるのか否かは分からない

ものの，発明の理解が難しいといえる発明については，

インタビューが効果的といえる可能性があると考える。

なお，質問票 Q4 では，追加質問としてでは「違い

があるならば，どの技術分野か」を質問している。し

かし，その結果は，各技術分野に分散し，その分散の

傾向は Q0.2 に示す回答者の専門分野と重複する傾向

が見られた。もし回答者は自分の専門分野で効果があ

ると回答したとすると，多くの回答者が専門とする技

術分野でインタビューが効果的，といった結論になっ

てしまう。そこで，本調査報告からその結果は削除し

ている。技術分野による効果の違いについては，少な

くとも複数の技術分野での実務経験を有する回答者を

選択すること，及び，その比較の仕方についてもう少

し特定した質問内容が必要と考える。

Ｑ５．タイミング

インタビューは，中間処理の中で，どのタイミング

で行うのが効果的といえるのであろうか(3)。Q5 では，

中間処理の中で，インタビューが効果的と思われるタ

イミングについて質問した。以下の区分の中から，最

も効果的と思われる区分を一つ選んでもらった。各自

の持ち点は 1点であり，複数選択された場合には均等

に分配した。結果を次に示す。それらの詳細は，上述

の通り「知財ぷりずむ」で紹介していることから，こ

こではその概要だけを紹介する。

タイミング 点数

C)
最初の応答から最終拒絶理由まで

(1RES-FOA)
8.0

B)
最初の拒絶理由から最初の応答までの間

(1OA-1RES)
33.0

A) 最初の拒絶理由前(Before 1OA) 7.0

E) 継続審査請求後(After RCE) 2.5

D)
最終拒絶理由から継続審査請求まで

(FOA-RCE)
20.5

インタビューを行うタイミングとしては，二つ目の区

分であるB)1OA-1RESが最も人気となった。その次は，

四つ目の区分であるD)FOA-RCE であった。最も人気

のなかったのはE)After RCEのインタビューであった。

この結果で重要なポイントの一つは，インタビュー

はできるだけ早期の実施が望ましいという点である。

代理人の意見を集約すると，「一定の割合で審査官は発

明を理解しておらず，的外れな拒絶理由が通知されい

てる。このような場合は，まずインタビューを行なって

正しく理解してもらうことが必要」というものであった。
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二つ目のポイントは，RCE 後のインタビューでは，

タイミングが遅すぎると多くの代理人が考えているこ

とである。もちろん，経費削減の観点でできるだけイ

ンタビューを後回しにすることは理由があるものの，

RCE が必要となってしまっては経費削減の効果は少

ない。USPTO は 2013 年 3 月 19 日から USPTO 庁費

用の値上げを行っている(4)。特に，継続審査請求費用

は一回目は $1,200，二回目以降の RCEは＄1,700 と通

常の出願費用（$1,600(5)）より高額の料金形態となっ

ている。今後の知財戦略としては，なんとしても 2回

目の RCE は避ける必要があるであろう(6)。代理人の

意見としては，必要があればインタビューを早期に実

施する。その代わりに RCE を回避する，という考え

といえる。

A)の区分は 7 点と 7 人だけが支持する結果となっ

た。しかし，他の区分を選択した回答者のコメントで

も「可能であればA区分が望ましいが，実務上審査官

はインタビューを受け入れてくれないので・・・（Bや

D）」といった意見が存在し，代理人の姿勢として A

区分を望む割合はこの結果以上に存在する印象であっ

た。

タイミングと利点/欠点

各タイミングの利点と欠点をまとめる。

利点 欠点タイミング

D 審査段階が成熟して

おり，特許査定まで

の最後の詰めが容易

となる。

補正受け入れのため

に，RCE が要求され

る。

B 発明の理解を高め，

拒絶理由を解消する

確率を高めることが

できる。

新たな拒絶理由の可能

性と，全件で実施した

場合にインタビュー費

用が増加する。

A 審査官との相互理解

を早期に確立し，妥

当な 1OA が期待で

きる。

新たな拒絶理由が通知

される可能性がある。

Ｑ６ 日米企業の相違

日米企業の間で，インタビュー活用の頻度に差はあ

るのであろうか？Q6 では，米国企業のほうが日本企

業よりもより頻繁にインタビューを活用しているのか

を質問した。各回答者の持ち点を 1 点として集計し

た。

回答 点数(％)

C 日本企業の方が頻繁に活用している

(Less)

4(6)

B 違いはない(No Difference) 30(42)

A 米国企業の方が頻繁に活用している

(More)

23(32)

無回答(N/A) 14(20)

32％が米国企業の方が高頻度で活用しているとし，

違いはないが 42％であった。逆に，日本企業の方が高

頻度に活用しているのは 6％と少数であった。主観的

な印象に過ぎないものの，この結果から理解できる点

としては，日米企業間で圧倒的な違いはないものの，

活用頻度に差があるとすれば，米国企業の方が高いと

いう印象というである。

回答者のコメントとして，米国企業のほうがインタ

ビューを提案したときにOKをもらう割合が高い，と

いうものがあった。インタビューのコストは米国企業

も気にしているものの，米国企業の知財部には代理人

が所属していることが多く，代理人同士であることか

ら意思疎通が容易であることがその理由の一つと紹介

された。

なお，頻度とは関係ないものの，インタビューの費

用に関して，日本企業のほうが苦情が多いという意見

もあった。まったく無条件にチャージを許すことはい

たずらに代理人費用の高騰を招くこととなる。その一

方，行き過ぎた苦情は業務の妨げになる(7)。インタ

ビューを今後有効に活用していくには，その費用管理

を含めた対策が必要になる。その際，米国企業の取り

組みは参考になるであろう。
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４．今後の研究の課題

今回は，米国代理人による意識調査を行った。しか

し，インタビューが本当に経費削減の効果を有するの

か否かを判断するには，意識調査といった主観的判断

ではなく，実際の審査履歴といった客観的な分析が必

要であろう。例えば，実際にインタビューを行った案

件の OA 回数とインタビューを行っていない案件の

OA回数の比較である。ただし，技術分野の違いやク

レーム記載の程度，またインタビューに要した代理人

の時間/費用など OA回数に影響する要因は様々存在

する。審査履歴に基づくデータ処理を行うのであれ

ば，これらをいかに排除してインタビューの影響だけ

をどのようにして数値に反映させるのか，その工夫が

必要であろう。

５．まとめ

① 妥当な費用範囲として，電話インタビューであれ

ば＄500〜＄1,000，面談インタビューであれば

＄1,250〜$1,750 の範囲を中心とした前後を含む範囲

といえる。そして，少なくとも代理人の意識として，

インタビューは中間処理の総費用を低減させる効果が

あると考えられている。

② インタビューが効果的な拒絶理由としては，一つ

を選ぶことはできなかった。その理由として，新規性

（102 条），非自明性（103 条），発明不明瞭（112 条）は，

それぞれ異なる理由により，インタビューが効果的に

実施されているからと考えた。

③ インタビューが実施されるタイミングについて

は，最 初 の 拒 絶 理 由 後 で あ っ て そ の 対 応 前

（1OA-1RES）が最も高い評価であった。一方，継続

審査請求（RCE）後は最も低い評価となった。タイミ

ングも拒絶理由と同様に一概には決められないもの

の，代理人の意見として，できるだけ早くの実施する

ことが審査官の誤解を早期に解消できる点で望ましい

と考えられている印象である。

おわりに

特許費用の管理において，代理人費用の削減は出願

人にとって永続的な課題といえる。これまで，日本企

業の多くは一補正当たりの代理人費用の削減を行って

きたと考える。しかし，特許取得の総費用を考えたと

き，今後，考慮すべきは一補正の費用だけでなく，OA

回数の削減といえるであろう。そして，OA回数削減

を図る点で，インタビューの活用は，大きな可能性を

有していると考えている。また，高額な RCE 庁費用

を考えると，今後の知財戦略としては，なんとしても

2 回目の RCE は避ける必要があるであろう。そのた

めにもインタビューを効果的に活用した対策が期待さ

れる。本稿が，米国知財業務改善の何かのきっかけと

なれば幸いである。

本稿での発表は筆者個人としての発表であり，所属

組織の意見ではないことをご理解いただきたい。
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